
 
平成２８年１月２7日 

川崎市 環境局 地球環境推進室 

川崎市における適応策の検討について 



川崎市の現況（１） 

●面 積：１４４.３５ ㎢ 

人口の増加状況と将来推計 

（年） 

（万人） 実績 推計 

首都圏の好位置にある優位性 

出典：川崎市人口推計 

道路・鉄道・航空など交通利便性の高さ 

出典：平成２４年版大都市比較統計年表 

・羽田空港まで１５分 

・東京駅まで  １８分 

・横浜駅まで  １０分 

川崎市 

大都市比較（政令指定都市と東京都区部） 
 〇「自然増加比率」が1 位(0.33％) 【27 年連続】 
 〇「出生率」が1 位(1.01％) 【23 年連続】 
 〇「従業者1 人当たり製造品出荷額等」が1 位 
   (8,280 万円) 【41 年連続】 

●人 口： １，４７３，６５８人 
   （平成27年９月１日現在） 

●世帯数：６９７，７９２世帯 
   （平成27年９月１日現在） 
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川崎市の現況（２） 

●市内総生産：５兆８０４億円 （平成24年度） 

●平成27年度当初予算： 
  １兆３,３８７億８，２６６万円 

●従業員１人当たりの製造品出荷額等： 
  ９，５９２万円 （平成2６年） 

 

  ⇒ 大都市中第 １ 位 

●約４００もの研究開発機関が立地 

●人 口：１,４７３,６５８人 （平成27年９月１日現在） 

                         

  ⇒ 政令市中第 ７ 位 
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• 川崎市は、京浜工業地帯の中核として日本の経済成長を牽引してきた一方で、甚大な
産業公害を経験したが、市独自の取組である総量規制の導入や事業者との大気汚染
防止協定の締結などの取組とあわせ、事業者による積極的な取組や市民の環境意識
の向上により、その状況は大きく改善した。 

川崎の空（1960年代） 

多摩川 二酸化硫黄（一般局） 

BOD（多摩川田園調布取水堰（上）） 

多摩川（現在） 
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公害問題に取り組む過程において川崎市内には 

多数の環境対策技術・ノウハウが蓄積 
事業者・市民・行政が一体となった 

対策による大幅な改善 

川崎の空（現在） 

かつての公害問題への対応 



環境と経済の調和と好循環を基調とした持続可能な低炭素社会を構築し、良好な環境を将来の世
代に引き継ぐ。 

●市域における温室効果ガス排出量の削減に取り組むとともに、本市の特徴である優れた環境技
術を活かし地球全体での温室効果ガス排出量の削減に貢献することで、2020年度までに1990年度
の市域における温室効果ガス排出量の25％以上に相当する量の削減を目指す。 
  ※ 国全体の中期目標に関する検討状況等を見極めながら、必要に応じて目標の改定について検討を行う。 

①効果的に温室効果ガス排出量の削減が誘導される社会・経済システムを構築する。 

②再生可能エネルギー源、未利用エネルギーなど、地域に存在するエネルギー資源を有効かつ効
率的に利用する。  

③事業者、市民、市がそれぞれの役割に応じて削減する。 

④協働の取組を推進する。 

⑤地球全体での温室効果ガス排出量の削減に貢献する。 

⑥ヒートアイランド対策に資する。 

基本方針 

本市では、市民や事業者と協力のもと地球温暖化対策を進め、平成22年10月には地球温
暖化対策推進基本計画を策定し、取組を推進してきた。 

東日本大震災後の状況変化等を踏まえ、エネルギーに関する取組については、３年単位で策定す
る「地球温暖化対策実施計画」に基づき「創エネ・省エネ・蓄エネの総合的な取組」として推進。 

削減目標 

基本理念 

川崎市地球温暖化対策推進基本計画（平成22年10月策定） 
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国は 
90年度から
10.8%増加 

「地球温暖化対策推進計画」に基づき、市民・事業者との協働により温室効果ガスを削減す
る取組（緩和策）を推進し、特に事業者による削減の取組により、市域内の温室効果ガス排
出量については基準年度との比較では減少している。 

90年度から
12.1%減少 

市内温室効果ガスの排出推移 

【参考】国の温室効果ガスの排出推移 

※二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素は
1990年、それ以外の3ガスは1995年 

※二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素は
1990年、それ以外の3ガスは1995年 

出典：川崎市環境局資料 

川崎市の温室効果ガス排出量の推移 
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二酸化炭素排出量の部門別構成比を見ると、産業部門が最も高く、本市の特徴となってい
る。（転換、産業、工業プロセスの３部門で全体の４分の３） 

市内部門別の二酸化炭素の内訳 
（201３年度暫定値） 

全国の部門別の二酸化炭素の内訳 
（201３年度） 

市内部門別のＣＯ２排出量の内訳 

7 

産業部門の 
構成比が高い 



市内部門別の二酸化炭素の排出推移 

部門別の排出量の推移では、転換部門、産業部門、廃棄物部門、工業プロセス部門にお
いて基準年度である1990年度比で減少している。一方、民生部門（家庭系・業務系）及び
運輸部門では増加しており、特に民生部門の増加率が高くなっている。 

市内部門別のＣＯ２排出量の推移 
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民生部門 
が高い 



○川崎温暖化対策推進会議 
（ＣＣ川崎エコ会議） 
 平成２０年７月、「ＣＣかわさき」を推進する全市 
 の多様な主体による地球温暖化対策のネットワ 
 ーク組織として設立 
 市民団体・事業者・学校等、９０余の団体が加盟 

○川崎市地球温暖化防止 

 活動推進センター 
 平成２２年１２月、啓発活動、広報、推進員 
 の活動支援、市民や事業者からの相談など 
 を行う支援組織であり、市内ＮＰＯ法人を指定 

○川崎市地球温暖化防止 

 活動推進員 
 

 市民・事業者・行政と連携・協働しながら、 
 地球温暖化対策の実践活動や普及啓発 
 を推進する。 
 

連携・協働 

 ○川崎市温暖化対策庁内 

  推進本部 
  平成２０年２月、市自らが温暖化対策を積極的に 

  牽引するため、市長を本部長とし、具体的な対策 

  を実施する推進組織として設置 

 

地域住民等との連携体制 

行政の推進体制 

各主体が協働した取組を推進 

川崎の温暖化戦略ネットワークの推進 

川崎市の地球温暖化対策の推進体制 
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➣川崎市温暖化対策庁内推進本部 気候変動適応策検討特別部会 

• 平成26年11月に地球温暖化対策推進の庁内組織である「温暖化対策庁

内推進本部」の中に「気候変動適応策検討特別部会」（課長級）を設置し、
検討を開始。 

• 国の「気候変動の影響への適応計画」を踏まえ、本市における適応策推進
の基本的な考え方等を取りまとめた「（仮称）川崎市気候変動適応策基本
方針」の策定に向け、検討中。 

 【所掌事項】  
（１）（仮称）川崎市気候変動適応策基本方針の策定に関すること。  
（２） その他気候変動がもたらす影響への対応に関すること。  
 
【部会の構成】 
 部会長：環境局地球環境推進室長（部長級） 
 委 員：主に各局区の企画担当課長 
 
【これまでの開催】 
 平成26年度：3回、平成27年度：4回（2月上旬に第5回を開催予定） 

川崎市における適応策の検討（１） 
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• 平成26・27年度の2ヵ年で、新たな総合計画を策定することから、各局
区が所管する施策について、「適応」の視点から整理。 

• 市の環境総合研究所と連携し、市内の気象データ（気温・降水量等）に
ついて、過去データをもとに変化傾向を検証。 

  （市内には気象台の観測点がないため、横浜地方気象台のデータも参
考にして実施。） 

• 委託により、市域における気候の将来予測・影響予測を実施。 

• 気候変動に関する市民・事業者の意識や実感度を調査するため、アン
ケートを実施。 

• 環境省の「平成27年度 地方公共団体における気候変動影響評価・適

応計画策定等支援事業」の支援対象に選定され、環境省からの支援も
受けながら検討を実施。 

川崎市における適応策の検討（２） 
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現在、年度内の方針案の策定に向け、取り組んでいる。 



気候変動に関する市民・事業者アンケート 
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●市民アンケート 

 市の広聴部門が実施した「平成27年度第１回かわさき市民アンケート」を活用し
、気候変動の影響の実感度について調査を行いました。 

 【調査対象】川崎市在住の満20 歳以上の男女個人  【調査方法】郵送 

 【調査期間】2015（平成27）年7月21日（火）～8月18日（火） 

 【標本数】3,000 標本  【有効回収数】1,331 標本  【有効回収率】44.4％ 

●事業者アンケート 

 気候変動に対する「適応策」の市内事業者の取組状況について、アンケート調査
を行いました。 

 【調査対象】川崎市内における主要企業 【調査方法】電子メール 

 【調査期間】2015（平成27）年9月14日（月）～9月30日（水） 

 【標本数】173社  【有効回収数】49社  【有効回収率】28.3% 



市民アンケート 
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８ 夏場の渇水などによる水資源への影響

７ 絶滅危惧種の増加などによる生態系への影響

６ 台風の大型化などによる影響

５ いわゆる「ゲリラ豪雨」など局地的な大雨の影響

４ 農作物の収量減少などによる食料生産への影響

３ デング熱をはじめとする感染症の増加などの影響

２ 猛暑日や熱帯夜の増加による不快感への影響

１ 気温の上昇による熱中症の増加などの影響

とても実感がある ある程度実感がある どちらでもない あまり実感がない 全く実感がない 無回答

【設問】「地球温暖化による気候変動の影響について、どのように感じていますか」 



事業者アンケート 
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【設問】「貴社の気候変動に対する取組を推進するため、川崎市に期待することは何で
すか」 

28
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市内の気候変動に関する

将来予測の情報の提供

パートナーやフィールド等の

情報提供

気候変動に適応する取組を推進し

ている事業者等の情報の提供

市民や事業者の意識啓発の推進

環境技術等の研究・開発促進

その他

回答数(N=49)

（社）



グリーンイノベーション推進の考え方 

 

◎環境問題・エネルギー問題等への対応 
 ○川崎における持続型社会の実現のため創エネ・省エネ・蓄エネの一層の革 
  新的技術の開発・普及促進が必要 
◎アジアの都市などにおける環境改善 
 ○経済成長著しいアジアの都市などでは地球温暖化に加え、公害や廃棄物処 
  理などの対策の推進が必要 

課題 
 

◎環境技術・産業の集積 
 ○低炭素・公害対策・資源循環・エネルギー等に 
  係る環境技術・産業が集積 
◎これまでの「環境」と「経済」の調和と好循環の取組 
 ○国際環境技術展の開催などの「環境」と「経 
  済」の調和と好循環に向けた取組実績 

本市の強みと特徴 

グリーンイノベーション推進に向けた４つの柱 

「環境技術・産業を活かしたサステナブル・シティの創造」 

１ 環境技術・環境産業の振興 

２ 優れた技術を活かす環境配慮の仕組みづくり 

３ 多様な主体の協働による環境技術を活かした 
  まちづくり 

４ 環境技術を活かした国際貢献の推進 

かわさきグリーンイノベーションの展開 

かわさきグリーンイノベーションクラスター 

 産学官民の連携によって環境改善に取り組み、産業振興と国際貢献を推
進して新たな社会の形成を目指す事業者・支援機関・行政のネットワーク 

多様な主体と連携したプロジェクトの展開 

国際的機関・大学等との共同研究・事業の推進 

情報の共有・発信 

グリーンイノベーションの推進  

リーディング・プロジェクトの実施 
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【かわさきグリーンイノベーションクラスターとは？】 

●産学官民の連携によって環境改善に取り組み、「産業振興」と「国際 
 貢献」を推進して新たな社会の形成を目指すネットワーク 

【クラスターの特徴】 

①川崎市とともに環境面で優れた取組を行う市域内外の企業、NPO、 
 大学、学識者、支援機関、行政など多様な主体で構成   

②公害の克服過程等で企業と行政等が蓄積してきた環境に関する知見・ 
ノウハウの活用    

③単なる技術移転だけではなく、優れた技術・サービスを活かす環境 
 配慮の仕組みづくりを支援 

かわさきグリーンイノベーションクラスター  

【クラスター参加企業等の数】 

約４０団体（平成27年11月現在） 
   （内訳）企業・団体30社 
     協力団体９団体（ＪＩＣＡ、ＮＥＤＯ、ＪＥＴＲＯ、関東経済産業局、川崎商工会議所等） 



御静聴 ありがとうございました 
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